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沖縄県における出移民の歴史及び出移民要因論

石川友紀

１．沖縄県出身移民の全国的地位

沖縄県は日本一の「移民県」と称しても過言ではない。これは日本における移民統計の数値

を見ることによって明らかとなる。すなわち、表１．表２．表３が移民現象に関する全国統計よ

り３つの指標を取り上げたもので、それを図化したものが図１．図２．図３（図は論文末に掲載）

である。以下、この移民統計について解説を加える。

表ｌは１８９９年（明治３２）から１９３７年（昭和12）までの３９年間にわたる日本における道府

県別出移民数である。同統計の出所は外務省の海外旅券下付数をもとに出移民数をまとめたも

のであり、これには当時日本の植民地であった中国関東州・満州・南洋群島・朝鮮などの植民

への人数が含まれていない。

表１の出移民数をみると、沖縄県は広島県についで全国第２位である｡同表を詳細にみると、

日本における第二次世界大戦前の３９年間に６４万１，６７７人の移民数を記録し、これを年平均に

なおすと１万6,435.3人となる。同表の出移民数を道府県別にみると、首位は広島県の９万６，

１８１人であり、これは全体（６４万１，６７７人）の１５．０％を占める。２位は沖縄県の６万７，６５０

表１日本における道府県別出移民数（1899～1937年：３９年間）

〔注〕資料の出所：（１）外務省通商局（1921）『旅券下附数及移民統計』、（２）同（1930）『海外渡航及在

留邦人統計』(3)、拓務省拓務局（1935～1941）『海外移住統計』昭和８～１４年版．（石川友紀作成）
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表２日本における道府県別海外在留者

順位逆府殿名海外在留者数頂位府県躬海外在者数

〔注〕資料の出所：外務省調査局（1943）『昭和十五年海外在留邦人鯛査結果表』（石川友紀作成）

人であり全体の１０．５％、３位は熊本県の６万７，３２３人で、これまた全体の１０．５％を占め、以

上が６万人以上の出移民数を記録した。

出移民数の４位は福岡県の５万７５２人(全体の７．９％)､５位は山口県の４万5,050人(7.0％)、

６位は和歌山県の３万３６５人（4.7％）であり、以上が３万人以上を記録した。以下、出移民数

の７位が福島県の２万５，３６１人（4.0％）、８位が北海道の２万２，１８３人（3.5％)、９位が岡山

県の２万６６１人（3.2％）で２万人以上を記録し、10位の長崎県の1万９，０２６人（3.0％）以

下、新潟・鹿児島・滋賀の諸県が1万人以上でつづき、全国４７道府県から海外への移民がみら

れた。

表２は1940年（昭和１５）時点の日本における道府県別海外在留者数である。資料は外務省
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表３日本における道府県別出移民在留者率（1940年）

〔注〕（１）資料の出所：外務省鯛査局（1943年）『昭和１５年海外在留本邦人調査結果表』、

(2)出移民在留者率＝海外在留者数÷現住人口×100,少数点以下第３位を四捨五入し、第２位

まで求めた。（石川友紀作成）

の移民統計によるもので、植民への人数を含まない数値であるが、日本全体で７５万３，１０５人

となっている。同表で沖縄県は全国第３位に位置する。

同表の海外在留者数を道府県別にみると、首位は広島県の７万２，４８４人であり、これは全

体（７５万３，１０５人）の９．６％を占める。２位は熊本県の６万５，３７８人で全体の８．７％、３位

は沖縄県の５万７，２８３人で同７．６％を占める。

海外在留者数の４位は福岡県の５万５，４９２人（全体の７．４％)、５位は山口県の４万１，７８８

人（5.5％）で４万人以上を記録した。以下、６位は福島児の２万６，７２９人（3.5％)、７位は長

崎県の２万６，３２３人（3.5％)、８位は鹿児島県の２万５，７１２人（3.4％)、９位は東京府の２

万３，３４７人（3.1％)、１０位は和歌山県の２万２，２６８人（3.0％)、１１位は北海道の２万１，９２８

人（2.9％)、１２位は岡山県の２万４１人（2.7％）となっていて、ここまでの出海外在留者数が

２万人以上とつづき、全部で４７道府県と樺太が含まれていた。

表３は1940年（昭和１５）時点の日本における道府県別で出移民在留者率である。この出移

民在留者率とは現住人口に対する海外在留者数の比率を示すものである。この出移民在留者数

をみることは、人口の多少にかかわらず道府県ごとの比較ができ、相対的な意味での移民県の
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抽出が可能となるからである。

同表の出移民在留者率を道府県別にみると、首位は沖縄県の９．９７％で圧倒的に高い比率を示

し、この数値は沖縄県において１０人に１人が海外に在留していることを表している。出移民在

留者率の２位は熊本県の４．７８％、３位は広島県の３．８８％、４位は山口県の３．２３％、５位は和歌

山県の２．５７％、６位は佐賀県の2.08％であり、以上が２．００％以上の諸県であった。以下、出移

民在留者率は７位が長崎県の１．９２％、８位が福岡県の１．７９％、９位が福島県の１．６４％、１０位が

鹿児島県の１．６２％であり、岡山・高知・鳥取・滋賀の諸県の順につづいていた。

日本国全体としての出移民在留者率をみると1.03％であり、これを全国平均とみなすと、山

移民在留者率の高い道府県は全国の３分の１強に相当する１７県みられた。この１７県を日本出

移民の卓越地域とすると、福島県を除いてすべて西日本、しかも滋賀県より西南の県であるこ

とが図３で判明する。また、西日本のなかでも、とくに瀬戸内地域・九州地域・沖縄県に出移

民の卓越地域がみられる。

一方、出移民在留者率の低い道府県をみると、大部分が大都市をもつ東京・大阪・神奈川・

愛知・兵庫・京都のような府県や、埼玉・千葉・茨城・群馬・栃木の諸県のような東京府に近

い関東の諸県であった。このように、移民の少ない府県の理由は、明治３０年代日本の産業革命

以後に、近代工業の発達した大都市における人口の吸収力があったためと考えられる。また、

表３をみると、北海道移民の多かった青森・秋田・岩手・山形・富山・石川などの東北や北陸

地域の諸県においても海外移民は少なかったことが指摘できる。

２沖縄県における出移民の歴史

日本からハワイへの本格的な集団移民の開始は１８８５年（明治１８）のことである。それから

約１５年後の1900年に２６人の沖縄県人が集団移民として初めてハワイへ渡った｡かれらは１８９９

年１２月５日那覇港を出帆し、鹿児島、神戸を経由して、同年１２月３０日にチャイナ号（外国

船霜・５，９００総トン）に乗船して横浜港を出航する。翌年１月８日にオアフ島のホノルル港に

到着し、上陸を許可された。このハワイへの移民送り出しにあたっては、沖縄県や「沖縄移民

の父」と称される金武村出身の當山久三に負うところが大きかった。

沖縄県からハワイへの第２回移民は、３年後の１９０３年（明治３６）に農業自由移民として４０

人（県統計上は４５人）が送り出された。１９０４年（明治３７）になると、ハワイへの移民は増加

し、また、メキシコとフィリピンへの移民も開始される。翌1905年（明治３８）には仏領ニュ

ーカレドニア島、１９０６年（明治３９）にはペルー移民、１９０８年（明治４１）にはブラジル移民も

開始される。なお、１９０６年はハワイ移民が大部分を占めるが、沖縄県における出移民の総数が

史上最高の４，６７０人を記録するまでに至る。その後、沖縄県から世界各地へ移民が継続し、と

くに大正時代から昭和１０年代までに大部分が送り出される。

以下、１８９９年（明治３２）以降現在に至るまでの沖縄県出身の移民渡航者数をその渡航先国

別に分析し、日本の移民史と比較しつつ、沖縄出身移民の時期区分を試みる。この時期区分の

最も大きな指標としては、沖縄県における出身移民数を取り上げるが、ほかの指標としては日

本政府や受入国の移民政策、当時の社会・経済状況、世相なども考慰に入れる。
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第１期・・・１８９９年（明治３２）～1907年（明治４０）・・・ハワイ移民無制限期と名づける

（以下同様）

この時期９年間に１万２４３人を送り出した。もっとも９年間といっても１９００年（明治３３）

から１９０２年(明治３５）までの３年間は送り出しがなかったので結局６年間ということになる。

毎年平均送り出し数は1,707人である。最も多く送り出した年は１９０６年（明治３９）の４，６７０

人であり、その約９６％に当たる４，４６７人がハワイへ渡っている。なお、この４，６７０人という総

数は1年間で送り出した数としては沖縄県移民史上最高である。また、この時期にはカナダ・

メキシコ・ペルー・フィリピン・ニューカレドニア島にも出始めている。すなわち、１９０４年（明

治３７）のメキシコへの２２３人、フィリピンへの３６０人、１９０５年（明治３８）のニューカレドニ

ア島への３８７人、１９０６年（明治３９）のペルーへの１１１人、１９０７年（明治４０）のカナダへの１５２

人がそれで、沖縄県から以上の国々への初年度の移民であった。このうちフィリピンへの移民

は富山久三の委により大城孝蔵が引率していったベンゲット道路開削工事のための労働者であ

った｡この工事請負により日本人としては初めてフィリピンへの移民の先鞭をつけたけれども、

大きな犠牲を伴ったものであった。この時期の日本の経済状況をみると、日清戦争後の好況の

時代を反映して、家内工業の域を脱し、資本主義経済のもとに一路工業化へ向かいつつある時

代であった。

第２期・・・１９０８年（明治４１）～1922年（大正１１）・・・ハワイ移民制限・南米移民前期

１９０８年（明治４１）日本紳士協約が結ばれ、日本はハワイ及びアメリカ合衆国本土への移民

送り出しの制限を受ける。前期から引きつづきアメリカ国内では排日運動が激しくなっていっ

た。しかし、写真結婚による妻や父母兄弟などの「呼寄せ」移民は認められていたので、実際

には数多くの渡航者をみた。その後アメリカ合衆国においては１９２０年（大正９）にこれまで許

可されていた写真結婚による女子移民の渡航も禁止された。そしてついに１９２４年（大正１３）

には米国排日法の実施をみて、ハワイ及びアメリカ合衆国本土への移民の渡航は完全にその門

戸を閉ざされることになった。この時期におけるハワイへの送り出しは、最高が１９１２年（明治

45）の１，６７８人であり、そのほかの年には１，０００人にも満たない状況になった。

排日法によるアメリカ合衆国への移民が禁止されると、その打開策として出てきたのが南米

への移民であった。そのひとつブラジルへの移民は長年の交渉により、１９０７年（明治４０）に契

約移民が成立し、１９０８年（明治４１）より第１回の送り出しがあった。このブラジルへの初回移

民は「笠戸丸」組と呼ばれ、１９０８年６月１８日にサントス港に着いた。この１回移民はその総

数７９９人（現地資料によると７８１人）であり、そのうち沖縄県出身者が３５５人（同３２７人）を

も占め、これは全体の約４４％にも相当する大きな数であった。ブラジル移民の最盛期は１９１７

年（大正６）の２，１３８人、１９１８年（大正７）２，２０４人であった。この両年に多かった理由は、

第一次世界大戦の好況に際し他府県での移民の募集が困難となり、沖縄県からとくに多く移民

を募集したためであった。しかし、沖縄県におけるブラジル移民については日本政府の偏見な

どもあり、再度渡航禁止にあい統計上にもその盛衰がはっきりと現れている。今ひとつの大き

な流れはペルーへの移民であった。沖縄県におけるブラジル移民は全国と同時に開始したが、

ペルー移民は全国に遅れること７年の１９０６年（明治３９）に始めて１１１人を送り出したのであ

った。このペルー移民の最盛期は１９１８年（大正７）の８８２人、翌１９１９年（大正８）の９２５人で
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あった。アルゼンチンへの移民も１９１３年（大正２）１４人より沖縄県から直接少数ながら出るよ

うになった。フィリピンやカナダへの移民も引きつづき出た。

１９１８年（大正７）の第一次世界大戦の終了により、１９２１（大正１０）には南洋群島が日本の委

任統治地域となった。そのため、日本は極力南洋群島の開発に力を入れることになり、多くの

移民を必要とした。とりわけ地理的にも近く、気候にも適し、仕事にも慣れている沖縄県出身

の移民を多く入れるということになった。それ以後南洋群島方面が、沖縄県人にとってひとつ

の移民基地としての重要さをもつようになった。そして、他府県からの移民がその気候風土や

熱帯農業に適さず、十分に成功を収めえなかったのに対して、日本人移民の約７０％をも占めた

沖縄県出身移民は十分に成功したと言われている。この第２期は１５年間に移民渡航者総数２

万２，２００人、毎年平均1,480人を送り出した。

第３期・・・１９２４年（大正１３）～1931年（昭和６）南米移民中期・南方移民前期

移民渡航者総数は前期の1922年（大正１１）には1,000人以下であったのが、この時期には

1,000人、2,000人という大台を記録する。まず南米移民から考察してみよう。ブラジルは１９２４

年（大正１３）に日本人移民に対する渡航費補助の廃止を決め、以前ほど多くを受け入れなくな

った。しかし、日本政府は１９２３年（大正１２）の関東大震災を契機にブラジル移民を中心に南

米移民に力を入れるようになった。すなわち、１９２４年（大正13）以後日本はブラジル政府に代

わって渡航費の全額を負担するなど、移住促進に積極的な政策をとった。ペルーも１９２３年（大

正１２）には日本からの契約移民を廃止したが、その後緩和されブラジルを上回るほどの移民を

受け入れた。この時期はペルー移民の全盛期にもあたり、とくに沖縄県出身の移民数は在留邦

人の約３分の１をも占めるまでに多くなった。アルゼンチンへの移民もこの時期の後半には多

くみられるようになった。

南方移民はとく}こにフィリピン群島への移民が多く、この全盛期とも言えるほどのものであ

った。このフィリピン移民は1925年（大正１４）より1929年（昭和４）までに集中し、たえず

1,000人前後の送り出しがあった。そして、１９２９年（昭和４）には１，６９３人という最高を記録

する。そのほかシンガポールやセレベス・ボルネオ・ジャワ・スマトラなどのインドネシアの

島々へも毎年若干の送り出しがあった。その結果、１９３２年（昭和７）には南洋委任統治地域の

沖縄県出身移民は１万5,000人(日本人移民の５７％）という大きな数値を占めるほどになった。

以後も南洋群島における沖縄県出身移民はふえ、第二次世界大戦敗戦後の引き揚げ前には在留

邦人の約７０％をも占めた。

この時期にもカナダ・メキシコ・キューバなどへの移民が若干みられた。1931年（昭和６）

には満州事変が勃発し、翌１９３２年（昭和７）に満州国が成立した。日本政府はそれ以前の１９２９

年（昭和４）に拓務省を設極して、満州移民に力を入れるようになった。沖縄県からも満州移

民が若干送り出された。１９２４年（大正１３）には沖縄県海外協会が発足し、また、１９３６年（昭

和９）那覇市に移民のための開洋会館が建設された。この大正末期から昭和の初期にかけては

沖縄県民の移民熱が非常に盛んになった時期であった。この第３期は９年間に２万２，６０１人を

記録し、毎年平均２，５１１人を送り出した。

第４期・・・１９３２年（昭和７）～1941年（昭和１６）・・・南米移民後期・南方移民後期

南米移民はブラジルへの移民が盛んとなった。その要因は前期に引きつづき日本政府の援助
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と世界恐慌によるブラジルの大土地所有制が崩壊し、コロノ移民（契約移民）を多く必要とし

たからである。この急激な日本人移民の増加はブラジル政府を刺激し、ついに１９３４年（昭和９）

にはブラジル国会において移民制限法が可決された。そのため、翌１９３５年（昭和１０）以後の

ブラジル移民は激減した。アルゼンチン移民は少数ながら毎年平均して送り出された。

南方移民はフィリピン群島移民の占める比重が大きかった。このフィリピン移民は１９３４年

（昭和９）から増加の傾向にあり、１９３６年（昭和１１）から１９３８（昭和１３）にかけて急増し、

とくに１９３７年（昭和１２）には最高の２，５８４人を記録する。前期に引きつづき沖縄県からシン

ガポールやインドネシアの島々へも移民が多く送り出された。１９３６年（昭和１１）以後において

はハワイへの移民も若干ふえてきた。

この時期は１０年間であるが、後半の３年間は統計資料がなく７年間の分しか判明していな

い。その間移民渡航者総数は１万７，７４５人であり、毎年平均２，５３５人の送り出しがあった。１９３９

年（昭和１４）以後はつぎのような断片的な数値しか判明していない。すなわち、満州開拓青少

年義勇軍として１９３９年（昭和１４）に９９人、１９４０年（昭和15）に５８人、1941年（昭和１６）

に５０人の送り出しがあり、また、１９４０年（昭和１５）には満州開拓団として２００戸の送り出し

があった。

第５期・・・１９４２年（昭和１７）～1947年（昭和２２）・・・中断期

１９４２年（昭和１７）から１９４５年（昭和２０）までは太平洋戦争のため移民の送り出しはほとん

どなかった。第二次世界大戦後も１９４７年（昭和２２）までは移民の正式な送り出しはなかった。

第二次世界大戦後は日本の敗戦により、南北アメリカ大陸在留者を除く海外移民はすべて強制

的に引き揚げさせられた。沖縄県でもフィリピンや南洋群島などで、農業や漁業などに従事し

ていた移民が全員引き揚げさせられた。その数約５万人で、台湾・満州・中国・朝鮮などから

の引揚者を含めると約１ｏ万人と推測される。

第６期・・・１９４８年（昭和２３）～1962年（昭和３７）・・・戦後南米移民再興期

１９４８年（昭和２３）アルゼンチンへ３３人、ペルーへ1人の移民が出たのが第二次世界大戦後

の沖縄県移民の始まりである。この時期は１９５４年（昭和２９）より増加の傾向にあり、１９５７年

（昭和３２)には戦後最高の1,998人を記録する｡その後も多数の海外移民の送り出しをみたが、

とりわけブラジルへの移民が多かった｡戦後の沖縄県移民は初期においてはアルゼンチン移民、

その後はブラジルとボリビア移民がほとんど全部を占める｡戦後の沖縄県移民の特色としては、

ボリビア移民があげられる。これは琉球政府による計画移民であるが、アメリカ政府による援

助もあり、戦後少なくなった移民に光明を与えるものであった。このボリビアへの熱帯開拓移

民は1954年（昭和２９）から始まり、１９６２年（昭和３７）までの９年間に２，９２３人（一説、２，９３２

人）も送り出した。そして、ボリビアのサンタクルス州に第１・第２・第３コロニアという沖縄

移住地をつくり上げている。

この時期は１５年間に１万４，８２２人の移民を送り出し、毎年平均９８８人を送り出した。この

数値は第二次世界大戦前の沖縄県出身移民平均送り出し数よりも若干少ない程度であった。

第７期・・・１９６３年（昭和３８）～1971年（昭和４６）・・・南米移民停滞期

第二次世界大戦後の沖縄県における出移民は、前期の最後の年次に当たる１９６２年（昭和３７）

までは1,000人台を維持していたが、この時期にはいると急減し、１９６３年（昭和３８）の４８４
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人を最高に以後減少していく。第７期９年間に沖縄県から海外へ送り出された移民は２，２８３人

であるが、これを年平均になおすと２５４人となる。この移民の渡航先国をみると、ブラジルと

アルゼンチンが大部分を占め、ついでボリビアが多く、ペルーも少数ながら毎年送り出しがみ

られた。この時期にはカナダへの移民が1968年（昭和４３）の６人から、パラグアイへの移民

が１９６９年（昭和４４）の１４人から開始される。

この時期は昭和３０年代の後半から昭和４０年代前半までの、いわゆる日本の高度経済成長時

代に相当し、国内に多くの労働者を必要としたため、海外移民を推進する必要がなくなった。

第８期・・・１９７２年（昭和４７）～1990年（平成２）・・・南米移民・カナダ移民少数期

この時期は沖縄県が日本へ復帰した１９７２年（昭和４７）から1990年（平成２）までの１９年

間にわたり、合計６０５人を送り出しているが、年平均ではたったの３２人にすぎない。移民の渡

航先国もそのほとんどがブラジル・アルゼンチン・ボリビアへの南米移民であり、また、北米

のカナダへの移民が少数ながらほぼ継続して送り出されている。この時期には１９７４年（昭和4

49）以降パラグアイ・ウルグアイ・チリ・コロンビアへの移民もごく少数みられた。

この時期は前期に引きつづき日本の高度経済成長を反映して、出移民の必要性がなくなり、

1980年代の後半以降はかえって外国からの出稼ぎ労働者が急噸している。とくに南米から日本

へ、日系人の出稼ぎ者の多いことが注目される。また、日本復帰以後沖縄県から日本本土への

自由な渡航も可能となり、相互交流が盛んになるとともに、沖繩県内への社会投資資本などの

増加に伴い、県民の生活基盤も安定したため、海外への移民が少なくなったと言えよう。

ａ日本及び沖縄県における出移民要因論

本節では始めに、日本における出移民の要因について、その研究史をまとめ、ついで沖縄県

における出移民の要因の分析・考察を行いたい。

筆者は出移民の要因について、つぎのような複合説をとる。①経済的要因はある特殊な場合

を除き、すぺての根本要因となりうる。②出移民に関する外的要因（環境条件等）が備われば、

出移民の基礎固めができたと考える。③しかし、実際に移民するまでには何らかの契機が必要

である。これは、移民個人に関する直接的・具体的影響を及ぼす内的なものが基礎となる’)。

（１）日本における出移民要因輪

ここで、移民研究先達者による日本出移民の要因に関する研究論文を取り上げ、その見解を

みることにする。

まず、矢内原忠雄の「移民の必然性の理論」（1931年）によると、①移住の動因には、経済

的のほかに政治的、社会的、思想的、宗教的なものがあり、これらは多くの場合相綜合して働

くものであるが、その何れが最も強く働くかは個々の場合において一様ならずといえども、最

も普遍的にしてかつ基礎的なるは経済的動因である。②移住実現の程度は、移出国における人

口の状態、移入国における労働者需要の状態、並びにこの両者の相対的関係の上に立つ。簡単

に言えば、移住は当事者たる国々の景気関係によりて伸縮するものである。③しかるに、かか

る一時的影響のほかに、その基底として各国各時代の移住に数量的及び性質上の特徴を与える

原因がある。各国生産力の発達段階がこれである。即ち各国移住の必然性は、その生産力の発
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達段階に適応して歴史的に規定させられる。この必然性の範囲内においてのみ、景気は移住の

流れに影響を及ぼすものである２)。

野中時雄は『日本移民輪』（1959年）のなかで、移住動機論として、人口問題、政治的、経

済的、自然的、社会的動機と大別し、最も根本的な動機は経済的動機であるが、現代において

は、単一の動機としてこれが働くよりは、複合的に働く場合が多いと指摘している３)。

市原亮平は移民の動機について、「移民の初期は窮乏化動機が圧倒的に強く、初期の奮斗努

力をつうじてある程度経済的余力を生じ家庭をもつため妻子を呼び寄せたり写真結婚の方法で

女を呼び寄せるなど女子移民がふえはじめると出稼ぎ→金儲け→送金・帰国の回帰方式が脱皮

されはじめ福祉動機が作用しはじめる。この期にはいると近隣の刺激や生活水準のひきあげや

呼び寄せなどの契機がはいってくるので単純に窮乏化動機一本にしぼっては説明がつかずいわ

ば動機は複合的となる｡」いと説明する。

移民の自然的動機としては、歴史的にみて人間は北方に移住するよりは、南方に移住する方

が本能であるといい、南方への移民を唱えた研究者等も少なくない。移住する場合、肉体的適

応力の問題が第一であることは言を待たないし、その結果、気候馴化や適応の問題が移民と関

わってくることにもなる５)。移民に関してはこの肉体的適応のみならず、梢神的な適応・同化

の問題も重要であり、この方面の研究は前山隆がブラジルの日本人移民について行っている６)。

自然災害が出移民の直接的契機となったものとしては、谷岡武雄を中心に調査された湖東移

民村の滋賀県彦根市の八坂・三津屋においてみられる。ここでは恒常的な水害による慢性的な

土地生産性の低さと、村落共同体規制の弱さから、１８９６年（明治２９）の大水害を契機に移民が

盛んとなった７)、とある。

移民の社会的要因としては、大河平隆光が日本の出移民の原因は、その内因として人民の性

質・習慣、生活の容易ならざること、外国に関する智識を、また、その外因として地形、１日藩

時代の政策、先輩の指導及び卒先者の成功を挙げている８)。また、小野作次郎は広島県出身移

民の多い原因として、苦闘をいとわずどこへでも出かけていくという開拓者精神をそなえた真

宗（仏教）の気質を挙げている９)。筆者は、沖縄県の出移民の要因として、移民啓蒙家及び先

駆者の出現、共同体規制の崩壊、社会組織、徴兵検査の忌避を挙げた'0)。これらも移民の社会

的要因として十分に成り立ち得る要素と考える。

若槻泰雄の「アメリカ移民多出地区の要因分析」（1979年）によると、その出移民の要因を

人口過剰あるいは貧困、先進地域、伝統と風土、衰退作物地域、農業構造、偶然の６つを指標

にとり、鋭意分析・考察を行っているが、、明解な結論が出ていない。このことは、移民研究

における科学的実証的研究法の困難さを示しているものと言えよう。河村能夫が「出移民の社

会経済的メカニズムに関する分析視点」（1986年）のなかで、出移民の要因を取り上げ、従来

の研究成果の整理・分析・検討を行い、問題を提起していることは、今後の移民研究にとって

有益であろう’2)。また、文献資料を主体にまとめた鈴木俊の「海外移住者の動機の変化に関

する研究」’3）（1975年）も注目される。

管英輝は「福岡県からのハワイ・北米向移民、明治初期～大正１３年」（1982年）のなかで、

精力的に日本出移民の実態を分析・考察し、出移民の要因を以下のように捉えている'4)。
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移民発生の要因は、従来のこの問題に関する研究からみても、或はまた本稿の

第２章、３章の検討によっても、実に多種多様な要因の複合的・重層的作用に起

因することが明らかである。政治的・宗教的迫害、移民会社や移民周旋人の宣伝

やサービス、徴兵回避、友人・親戚・同郷人の呼び寄せ、移民としての成功者物

語、両国間の移民政策や政治関係の状態などはいずれも重要な移民の要因である。

第２章でも概観したように、日本からのハワイ・北米移民に関しては、政府の移

民政策は特に重要であり、今回あまり言及しなかった、移民受入国側の社会・経

済的要因も重要である。しかも、全国レベルの移民の流れと福岡県レベルのそれ

との間には、類似したパターンが存在するところから、全国レベルで作用してい

る、以上のような要因は、県レベルにも同様な影響を及ぼしているように思われ

る。

川崎澄雄箸「鹿児島農村における渡航者のアメリカ的家族生活」（1990）で、アメリカ移民

帰りからの聞き取りで、当時の移民母村の状況と外国生活のよさ、現在の日本との比較が、以

下の証言として得られていることは貴重な記録と言えよう。「このあたりでは、戦前には、栗め

しとからいも（さつまいも）が常食で、盆、正月、節句ぐらいしか白米を食べられなかった。

それが､アメリカでは良い食事ができたし､『アメリカもどい』のひとも食事は良かったと思う。

戦後都会に出たひとも多かった。そのひとたちは、厚生年金をもらっている。海外にしても戦

後行った方がよかったのかと思うことがあるが、時代の流れだ。ただ若い時に外国を見たのは

良かったと思う。いつの時代が良いかと言われれば、今の時代が良いのではないか｡」’5）

村川廠子はその箸「愛媛のアメリカ村」（1982）で、移民母村の問取調査から以下のことが

判明したと記している。「海外渡航者は貧しい層からという常識は必ずしも当てはまらない。む

しろ中層の、上昇の期待を持つことのできる層からの渡航が目立つ｡」「(移民は）長男や家の後

継者も多く、皆『１万円を目標に』『なるべく早く金を貯えて』という出稼型である｡」また、

村川はアメリカ移民が移民母村に与えた社会的影響をつぎのように記している｡｢成功して故郷

に錦を飾る者は勿論、米国で少し余裕ができるとせっせと家に送金し、親戚の端々まで『アメ

リカみやげ』を配る。狭い村のこと、誰が誰に何を送ってきたという噂がたちまち広がる。小

さい子供の耳あたりを両手で支え、『お江戸が見えたか』と高くさし上げてやる遊びがあるが、

この辺では『アメリカ見えたか』と言ったという。子供の頃から米国に対し夢をふくらませて

いったのであろうl6j・

福田徹は論文「北米移民に関する地理学的考察」（1982）のなかで、三重県における北米移

民について、つぎのよう記している。「以上のごとく、北米移民者はハワイ・メキシコ契約移民

として渡航し、その契約満了後あるいは直接合衆国に渡った後、炭鉱・鉄道・農業・商業・漁

業・その他雑役と職業を変えつつ場所を移動していた。そうして、現在までに４９人の帰国者が

確認できるごとく、出稼ぎの初期の目的が達成されると家郷へ帰る回帰型移民であった」’7）

押本直正は論文「神奈川県下の海外移住」（1983）のなかで、神奈川県の開成町、小田原市

東部から、明治３０年代に、アメリカやカナダへの移民が集中的に出た理由を、以下の二つの社

会的事象が大きかったと説明している。「１，農民の困窮・不況：１８９７（明治３０）年および１９０１
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（明治３４）年、足柄地方は異常天候で凶作であった。農民とくに小作農は困窮し、アメリカの

高賃金の魅力も手伝って、青年達は続々と渡航した。このため祭のみこしをかつぐ若者がいな

くなったといわれる。日露戦後の不況は農村の疲弊に拍車をかけた。ただしこれは足柄地方に

限ったことではない。１９０６（明治３９）年には、全国から３万６千余人が移住している。２，先

輩移民の影響：星崎定五郎の場合、同郷の先輩渡米者、尾崎和吉の言動が強く影響している。

また、吉田島村の場合、１８８９（明治２２）年渡米し、１８９８（明治３１）年バンクーバーで旅館を開

いた青木米吉を慕って渡航したものが多いと言われる。『移民は移民を呼ぶ』といわれるが、全

国的に見ても、このようなパイオニアの影響が大きい点が指摘されよう｡」１８）

吉田恵子はその箸「東日本における明治期出移民の実態」（1992）で、明治期福島県におけ

る出移民の特色を以下のように捉えている｡｢福島県からの移民は年次別では自然災害のあった

年、出身地別では、信夫、伊達、安達の３郡に多かった。『福島民報』明治３１年８月１０日には、

『信夫、伊達、安達の３郡は県の中心地で人口稠密であるため貧富の差も激しい。養蚕業が盛

んなので貧しい者もどうにか生活ができているが、災害により養蚕業に被害が出ると貧しい者

は流雛逃亡の浮目を見ることになる｡』という趣旨の記事が掲載されている。明治30～４０年代

に起こった自然災害は冷害や霜害であり、いずれも養蚕に大きな被害を与えるものであった。

養蚕への被害により、養蚕で生計を維持していた貧者の多い信夫、伊達、安達、の３郡では明

日の暮らしも窮するものが続出したことだろう。（中略）これらのことから、筆者は、経済的ダ

メージと、主に移民会社によって行なわれた移民に関する情報の提供という２つの要因の相乗

効果によって、より多くの移民が送出されたのではないかと考えている｡」’，）

(2)沖縄県における出移民要因輪

前節１．２でみてきたように多数の海外移民を送り出した沖縄県における出移民の要因をみ

ると、出稼ぎ・金もうけという経済的要因を基盤としたことは確かである。しかし、沖縄県の

出移民の要因は、経済的要因のほか地割制廃止による新土地制度の施行、移民会社・周旋人・

移民指導者の存在、徴兵忌避などの社会的要因の占める比重も高く、個人的な動機も少なくな

い。また、海外への雄飛の精神も加わる。そこで、沖縄県における出移民の要因について、以

下、項目ごとに先行研究の事例を取り上げ考察してみる。

ａ人ロ過剰による経済的要因

人口過剰による経済的要因を重視したものとして、1928年（昭和３）『地理学評論』に発表

された武見芳二の「沖縄島出移民の経済地理学的考察」２０)が挙げられる。この論文は地理学者

武見が１９２０年（大正９）及び’925年（大正１４）両度の国勢調査を比較して、人口減少県とし

ての沖縄県に着目し、その原因を出移民に求め、１９２６年（大正１５）の夏、出移民の経済地理探

求の目的をもって沖縄県の一部を踏査し、その野外調査と文書及び統計により研究成果をまと

めたものである。本論文に使用されている出移民の概念には、国内出稼ぎも含まれているが、

本来は海外移民と国内出稼ぎとは区別して考察されるべきものであると考える。このなかで武

見は沖縄県の出移民の要因について、つぎのように幾つかの重要な点を指摘している。

「本県の現住人口の減少は、自然現象と認むくきものではなくして、後述の如くに全く出移
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民の原因に帰すべきものである。而して出移民に生産年齢者の多いこと、出移民の影響によっ

て男女数の甚しい不平均を来したこととが、間接に出産率の減少を招いたことは確実である｡」

同様、沖縄県の生産年齢者の少ない原因を、「全く出移民に基因するものであって、産業欠乏の

ために他の地域から労働力を吸収することが出来ないばかりでなく、過剰の労働力を出移民に

よって失ひつつあることを物語るものである｡」と、出移民の影響力の大きさを主張する。武見

は生活程度の向上も出移民に繋がるとみているが､｢出移民の送金は郷土を救済するに有力なも

のであるが、帰還者は出先に於ける高い生活様式の媒介者でもあった｡」と指摘する。

町村単位の地理的研究物のなかに沖縄県の出移民にふれたものとしては、与世里盛忠の「地

理的二見タ糸満研究」２１）が挙げられる。与世里論文は糸満についての地理的研究ではあるが、

そのなかに人口の項で出移民に関して取り上げている。その出移民についての内容をみると、

先の武見論文の影響もみられるが、独自の見解と分析視角が示されている。すなわち、与世里

は沖縄県における出移民の原因を過剰人口にありとし、その過剰人口の原因を「(－）は人口増

加と生産高が平行しないこと、（二）は生活程度の向上せること、である」とみなしている。

これをより詳細にみると、（－）の場合、沖縄県の人口は明治１２年の廃藩置県当時の３１万

545人が約５０年間で倍増したことにより、人口増加率は他府県とほぼ一致する。しかし、沖縄

県の二毛作の収穫壁は他府県の一毛作にも及ばず、生産高上昇は平行しない。その原因は土地

の粗悪・暴風の襲来・旱害・山林の荒廃等、また、旧藩時代の地割制度による農民の土地愛護

や改善の念の欠如、暴風林・貯水池の設備、その他種々の設備の怠慢によるものであるとする。

（二）の場合、沖縄県においては漸次交通の発達で移入物質の便により、今まで芋のみを主

食食料としていた県民の大半も容易に米が得られるようになった。そのため米食に鞍替するも

のが増え、米が県移入品の主なる地位を占めるようになった。また、米ばかりでなく、衣服・

化粧品・その他日用品も年々移入を増加させた。そのうえ、他府県や外国からの帰還者は出先

地における生活様式の媒介者となり、いよいよ県民の生活向上を速くさせた。

このように生活向上は消費の拡大となり、ただでさえ人口過剰に苦しみ、生産不振を嘆く県

民は二重の負担となり、増す増す生活の窮乏を告ぐるに至った。その結果、人々は故郷にいて

暗い生活を送らんとするよりは、進んでより良い幸福を求めんとして出移民を招いたものであ

ろう。すなわち、彼は生活の不安より逃れんとする消極的動因による出移民が沖縄の出移民の

原因であり、又糸満人の海外発展もそれであろう、と結論づけている。これは沖縄県出移民奨

励の一般論調である。

移民の啓蒙書としては新垣金造編著の『移民之友』22）（1926年）が挙げられる。これは当時

４版も重ねているので、多くの人々に読まれたものと思われる。新垣金造はその自序において、

「沖縄県の疲労困倣の原因の－は人口過剰にあり、年々歳々、六千以上の人口増加を来しつつ

有れば今後沖縄県を救ふものは唯海外発展有るのみ」と指摘し、「吾々が世界的大発展をなすに

は常に風俗習慣を異にする世界の各人種と相提携して共存共栄を期すべきものなり、故に『郷

に入りては郷に従ふ』の格言を遵守し従来の出稼的海外発展よりして更に永住的移住民の覚悟

にて雄飛せざるべからず」と説く。

「今や官民上下一致協力し移民政策を確立し、人口問題の解決と共に一厨の努力を為し、県

民生来の因習を打破し以て社会の進歩に順応せざるべからず。子は弦に感ずる所有りて吾等同
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砲の健全なる海外発展を期する為め本書を刊行する｡」と趣旨を述べ、「我国移植民問題に、真

剣に奮闘されつつある朝野の名士に訴へしに、吾人の企てに深く賛同され、ご多忙中にもかか

わらず、早速御執筆の栄を賜りたる｡」として、日本における多くの有名人士が移民問題の啓蒙

を行っている。

１９２８年（昭和３）ガリ版刷で発表された第１７回沖縄県初等教育研究会編の『島の教育』２３）

はとくに沖縄県の移民問題を取り上げ、移民と教育についての詳細な分析を行っている。その

論旨を要約すると、沖縄県にとって移民とは一に過剰人口の解決であり、二に疲弊せる県経済

の救済である。その背景には沖縄県の地理的位置からくる自然条件の不利さ、例えば南海の孤

島・土地の狭小・天然資源の欠乏・暴風の被害等がある。そして、沖縄県から多くの移民を出

すことによるマイナスの面を認めつつも、なお、移民は必要であり、かつ、重要なものである

という。そのために、これまで沖縄県移民が排斥非難された理由は教育・教養の足りなさにあ

るとし、今後優秀な移民を送り出すためには、小学校から移民を含めた質の高い教育を行う必

要がある、と指摘する。

金城功は『沖縄県史』第７巻・移民（1974年）の「第２章移民の社会的背景」のなかで、

つぎのように沖繩県の出移民の要因を捉えている（91～９２頁)。「人口の過剰、土地の狭隆、資

源の貧弱、そのような沖縄にいてはおさきまっくらだ、それで移民をして外地で稼ぎ沖縄経済

に貢献するのだという考え方におちつき、多くの人が海外にでていったのであろう。移民を送

り出し、沖縄県の人口さえへらせば逼迫した沖縄をなんとか救済できるのではなかろうかとい

う考え方も流布していた。（中略）移民の原因も、沖縄の貧困特に農村の貧困あったと考えてい

る。移民として海外に渡航したり、出稼ぎとして他府県に移動したりするのは、家族の諸々の

条件、移民受けいれ国の条件、その他諸々の条件が作用した結果だとおもっている｡」

ｂ移民啓蒙家及び先駆者の出現

琉球王国時代の沖縄県人は海洋民族としての意気旺盛・自由潤達な性質を有していた。しか

し、１６０９年（慶長１４）琉球王国が島津に亡ぼされ、その後２世紀半以上にもわたる薩摩藩の支

配を受けるようになると、その旺盛な気質も消え失せた。明治政府になってからも、他府県に

比べて多くの差別待遇を受けたりして、海洋民族としての積極的な性質を失ってしまった。明

治以後における沖縄の歴史をみるとそれが歴然とする。例えば、１８７１年（明治４）の全国にわ

たる廃藩置県の制度は沖縄のみは８年も遅れて１８７９年（明治１２）に行われ、その時に初めて

琉球藩を廃し沖縄県が極かれたのであった。地割制度が廃止されたのが１８９９年（明治３２）か

ら１９０３年（明治３６）までの間あり、特別町村制が施行され「間切」が「村」に改まったのが

1908年（明治４１）であった。沖縄県から初めて代議士（２人）が選出され、国政へ参加したの

が全国に遅れること２２年後の１９１２年（大正元）であった。このように、すべての面で沖縄県

は他府県に比ぺて立遅れたのであった。しかも、政府の援助も少なく、政界・財界・教育界な

どの上位の地位はことごとく他府県人によって占められ、沖縄県人の積極的意欲を阻害してき

た。そのため、沖縄県人は自主性をなくし、ひいては社会を停滞させる原因ともなった。

このような背景のもとに第１回のハワイ移民が１８９９年（明治３２）に初めて送りだされた。

この移民を送り出すまでにはいかに多くの困難な問題を伴い、その後も種々支障を来したかは
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当時の沖縄の政界史をみることによって明らかとなろう。すなわち、この時期は沖縄県政史上

最も永くその職にあり、種々批判をあびた第８代県知事奈良原繁の時代であった。かれは沖縄

県から移民を出すことは当時の状況からして時期尚早であるとした。しかし、当時は自由民権

思想の勃興した時代でもあり、ここに謝花昇と共にその方面の啓蒙家でもあった金武村出身の

當山久三が「県移民の父」として登場してくるのである。その後フィリピン移民の先駆者とし

て、同じく金武村出身の大城孝蔵が出現する。

ｃ､共同体規制の崩麹

沖縄県における出移民の要因として第３に挙げられるのは共同体規制の崩壊、とくに地割制

の廃止による土地整理がなされたことであった。いわゆる「土地制度の改革」と呼ばれるもの

がそれで、地割制の廃止は1899年（明治３２）から１９０３年（明治３６）までの５年間にわたって

実施された。すなわち、１８９９年４月１日施行の沖縄県土地整理法により沖縄県における最後の

地割旧慣に従って実施された。これには１８９８年（明治３１）１２月３１日出生者まで土地の配分を

受けている。土地整理の事業にはこのような土地所有権の決定のほかに、土地の測量・地価の

査定が行われた。

要するに、土地整理は旧来の土地共有制から私有制にかわった制度上の大改革であり、とく

に沖縄県の農民にとって、１７世紀初頭から１９世紀末にかけての３００年間にもわたる封建的土

地所有関係から解放された記念すべき大事業であった。このように土地の所有権が認められる

ようになると、居住の自由も認められ、ある一定の土地に縛られるということもなくなった。

すなわち、人口の移動現象がみられるようになった。そして、土地の売却などにより資金の都

合もつくようになると海外への移民希望者も急増し始めるのであった。

ここで、地割制の廃止と出移民の関係について筆者の見解を述べておく。まず、地割制の廃

止が村の人々に移動の自由を与えたことは事実であった。しかし、それでもこれまで維持され

てきた伝統的な農村においては､急激な生活の変化はみられなかったものと思われる｡その後、

地割制の廃止に伴う新土地制度の確立によって､私有地の発生をみ､徐々に村落内部において、

土地を所有する階層と、土地を手放して村外にでる階層とに分かれていった。

土地整理事業以前には、村から出たいという意志があっても、伝統的な共同体社会には多く

の規制があり、出ることができなかった場合が多かった。しかし、この村人を規制していた地

割制度が廃止され、新しい土地制度が確立されるとともに、個人に出る意志さえあれば、自由

に出られる条件が作りだされた。すなわち、個人の自由意志による移動の自由が大幅に認めら

れるようになったことである。そこで、沖縄県各地において、移民を希望するものは土地を売

却して金を作り、これを渡航費に充てることもできた。あるいは、土地を処分するところまで

はいかなくても、土地を抵当にして親戚や村の金持廟、あるいは銀行などから金を借りること

もできた。実際、ブラジルへの第１回移民が1人当たり２００円内外の旅費を、自己の土地を抵

当にして借用した事例が認められた2ｲ)。

土地整理事業以後は、納税の義務としての金納制も実施され、貨幣経済が村々に浸透し、そ

れまで自給自足の生活に甘んじていた沖縄の農村社会が、近代化へと大きく発展していった。

その後、現金収入を必要とする会社になるにつれ、村から多くの出稼ぎが行われるようになっ
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た。そして、この出稼ぎで一番多かったのが、沖縄県においては海外移民であり、沖縄諸島に

おいてはいずれの村をとってみても、移民の母村と称されるほど、実に数多くの移民を出した

のである。土地整理理事業の開始された１８９９年（明治３２）には、同時に沖縄県からの出移民

も開始され、それ以後、人々をして海外へ目を向けさせ、また、移民の送金による効果が周辺

の村々へ移民を推進させる力となっていった。

。､社会組織

出移民の要因としては、第４に沖縄県の社会組織を挙げることができる。沖縄県人は一般に

団結心が強いと言われている｡それはとりもなおさず血族的血縁的紐帯の強さを意味している。

沖縄社会においては中国の「輔」という組織の強さほどまでには至らないが、日本本土よりは

るかに強い「門中」（｢－門」と呼ぶ場合もある）という組織がある。「門中」の起原や機能につ

いては諸説があり一定していないが、中国の儒教の影響を受けたことは確かである。しかし、

この制度は沖縄独自につくり出されたものであり、最近の研究によると一般に言われているほ

ど古い起原をもつものではないと言われる。また「門中」の概念も都市（士族間）と農村（百

姓間）では若干異なるようである。比嘉春潮によると、「門中」とは「祖先の霊を共同の神とし

て祭る男系血縁団である。血縁団をもって部落を構成していた氏族時代の遺制であると思われ

る｡」としている２５)。また小川徹は「門中は旧王国の薩摩的支配に伴うわが国近世封建制度の

急速な輸入の結果として、士族間にそれが本来存在していた父系的親族集団を基礎として誕生

した新組織に対する新しい称呼として発生したもの」であるとしている26)。沖縄県の集落はこ

の「門中」組織を中心にした数個の血縁的共同体から成り立っている場合が多く、後になると

行政単位となっていた。

このようにして、沖縄社会におけるこの血族的血縁的紐帯の強さは自給自足を建前とする閉

鎖的社会から－歩踏み出して、その外部の世界においても発揮されるようになった。その例が

各移民在留国における県人会・市町村人会・字人会の誕生であった。－度このようなつながり

ができると、移民母村においても郷里（土地）への執着を断ち切って、海外への気軽な渡航を

みるようになるのである。もちろん経済的貧困さ、将来性への不安さもその根底にあるとはい

え、そのような精神的近接感の方がより大きく働いたものと考える。

ｅ・徴兵忌避

沖縄県における出移民の要因として第５に徴兵検査の忌避あるいは回避を挙げることができ

る。沖縄県における徴兵令の施行は１８９８年（明治３１）であった。当時、兵隊に行けばもう帰

って来ないものだという考え方が濃厚で、兵隊-戦争一死と結びつけ、徴兵検査を受けること自

体も忌避された状態にあった。そのため、移民として海外へ行けば徴兵が延期されるため、適

齢期の者は兵隊よりも移民を選んだ。この現象は日本本土の移民母村においても同様にみられ

たが、沖縄県の場合にはそれが顕著であった。その理由は徴兵及び兵役というのが、沖縄県人

一般に誤解されているむきもあった。そのため、兵役を終った人々が村へ帰り、軍隊の長所が

示されるようになると、教育の効果もあり、軍隊行きを希望する者も増えてきた。しかし、そ

ういう状態にあっても、沖縄県人の移民熱は高く、徴兵忌避も含めて個人的自由意志による移
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民は多かった。ここで、木村健二の日本における徴兵令の制度と移民の徴兵忌避についての論

考を以下に引用する２７)。

明治に入って日本は、新政府の軍事的基礎を固めるため、1873年（引用者注：明治６、以下

同様）に徴兵令を制定した。そこでは満２０歳の壮丁は、受検・抽簸により３カ年間の常備兵役

義務が生じることになった。免役条項や代人制を含む同令では、身体不適格者、官吏、生徒、

一家の主人、その相続者、犯罪者、義子、徴兵在役者の兄弟等、そして洋行修業者が常備兵免

役となり、代人科２７０円上納者が常備・後備免役となった（『法令全書』。以下、法令は同書に

よる)。７９年（明治12）の改正では、「外国へ寄留スル者」中に学術就業のほか商用等もつけ加

えられ、平時において免役となった。さらに８９年（明治２２）には大改正がなされ、これによ

り国民皆兵原則が確立したといわれた。在外寄留者については、学術修業者に猶予を与え、公

使又は領事の証明書を添えて毎年３月１日までに届ければ２６歳まで徴集を猶予し､帰国後に抽

籔の法によらずに徴集するとされた。その場合、検査の結果、現役常備兵となれば陸軍は３カ

年の兵役に服し、国民兵となれば戦時若くは事変に際し後備兵（予備兵に次いで有事に召集さ

れ、平時には毎年６０日間勤務演習につく）に召集された。なお陸軍試験委員の試験に及第した

ものは１年志願兵に志願することができた。

政府は１８９５年（明治２８）に至り、法律第１５号徴兵令改正追加によって、外国寄留者につい

て、「学術修業ノ為」のみから、「外国=在ル者（朝鮮国二在ル者ヲ除ク）ハ本人ノ願二由り徴

集ヲ猶予ス」と猶予対象を拡大し、事実上海外出稼ぎ者の徴集を猶予する。官約移民が終了し

私約移民時代に入るにあたって、一方で移民保護規則・移民保護法を制定し、送り出しに際し

ての管理・監督を強化し、他方でひとたび契約をしたものに対しては、徴集のため帰国するこ

とはないようにするという既定の措置を明文化したのである。総じて移民と外国人雇主とのあ

いだの契約を尊重し､対外的摩擦の発生を避けようとしたといえる。なお猶予期間については、

９３年（明治２６）に改正された２８歳から、更に延長して３２歳とし、１年志願兵制は変わらない

が、３２歳までに帰国した場合は抽簸によらずに徴集され、３２歳以降の者は国民兵役に服す（内

容は８９年に同じ）とされた。

前述したように、１８９５年（明治２８）以降、外国在留者が徴集猶予となり、他方日清・日露

の両戦争により戦死・戦病死が現実のものとして身近かに感じられるようになり、これを契機

として、海外移民は徴兵忌避を実現するための手段としてより強く認識されることになった。

（中略）表４は府県別の人数を示しており、１７年（大正６）までは３２歳まで、１８年（大正７）

からは３７歳まで猶予願を出し続けなければならなかったため､それらが累積された人数が出て

おり、当該年次の壮丁数との比率はあまり意味をなくさないが、それでも広島などの「移民県」

ほど比率が高いことが明瞭である。また在留地別では、１９２２年（大正１１）ではアメリカ（ハワ

イ・南北含む）が最多で、２０歳が２，７７７名、２１歳以上が２万９，７８４名にのぼった。商用・留学

もこのなかには含まれているが、事由別在留者数から見る限り、大部分は移民及びその職業移

動したものと見てよい。

上記引用文中の表４外国在留中の徴兵猶予者をみると、1908年（明治４１）及び１９２２年（大

正１１）の両年とも、沖縄県が壮丁中の千分比では首位を占めていることが判明する。
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表４外国在留中の徴兵猶予者

①『徴兵事務摘要』１９０８年、１９２２年より作成。②両年とも右欄は

壮丁中の千分比を示す。（木村健二作成）

４．むすび

以上、沖縄県における出移民の歴史及び移民要因論と題して、まず、沖縄県出身移民の全国

的地位を位腫づけ、つぎに、沖縄県の出移民の歴史では筆者による時期区分を行い、第二次世

界大戦前から大戦後までの長いスパンを８期に分けた。

日本及び沖縄県における出移民要因論としては、始めに、筆者の出移民要因論として複合説

を提起した。つぎに、日本出移民要因論として、移民研究先達者による先例の研究論文を取り

上げ、沖縄県における出移民要因論としては、多くの事例研究をみることにより、人口過剰に

よる経済的要因、移民啓蒙家及び先駆者の出現、共同体規制の崩壊、社会組織、徴兵忌避の５

つにまとめ考察した。このほかにも、沖縄県における出移民の要因としては、琉球王国時代の

伝統を踏まえた海外雄飛の精神も挙げられ、個人的な動機も少なくなかったと考えられる。

沖縄県の出移民の要因としては、郷里での精神的な不安定さもそのひとつに挙げられよう。

すなわち､第二次世界大戦前までは近代的な産業の発達していない沖縄に見切りをつけ､また、

戦後は米軍統治による土地接収などにより生活基盤が破壊されて、海外へ出たと言える。しか

も、渡航先国に親戚縁者や同郷人が数多く在住すれば安心感があり、かえって県内や国内の見

知らぬ土地へ移住するよりも安心感があった。すなわち、「身近な感じがする」といった精神的

近接感の方が物理的距離感よりも有利に作用したのである。

注

')拙稿（1970）「沖縄自由移民の社会地理学的考察－１日首里市の場合を例として-」『人文地理』

第２２巻第1号、100頁。

2)厳崎他人（1969）「わが国の移住の将来」『移住研究』No5、海外移住事業団、２７頁。
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図３日本における道府県別出移民率（1940年）（石川友紀作成）
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